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合成生物学・バイオ革新的基盤技術創出事業（仮称）の概要 

 

１． 課題実施期間及び評価時期   

令和 9年度～令和 13年度 （予定） 

中間評価 令和 11年度、事後評価 令和 14年度を予定 

 

２． 研究開発目的・概要 

日本成長戦略の戦略分野である合成生物学・バイオは、従来の生物機能を活用し

たバイオものづくりに加えて、近年のゲノム編集技術や AI の高度化等を背景に、

人工細胞・人工生命分子の設計・開発に関する研究が加速しており、主要国は次世

代産業につながる技術開発のため研究拠点を形成し支援を加速。 

官民投資ロードマップが目指す革新的基盤技術の開発等に向けては、我が国が有

する無細胞タンパク質合成技術等の強みを活かしつつ、自律的に構成要素を合成し

増殖できる自己複製可能な人工細胞構築技術等の革新的基盤技術の開発を強化し

ていくことが必要。 

合成生物学・バイオのフラッグシップ拠点を形成し、我が国の研究開発を加速す

るとともに、次世代研究者の育成やセキュリティ確保など社会実装に不可欠となる

基盤形成を進めることで、成長投資と経済安全保障を実現。 

 

 

３． 予算（概算要求予定額）の総額 

年度 令和 9年度(初年度) 

概算要求予定額 調整中 

 

 

４． その他 

本プログラムについては、日本成長戦略等の国家戦略へ貢献するものとなるよう、 

関係府省庁と連携して取り組まれることが必要である。 
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事前評価票 

 

（令和８年年８月現在） 

１．課題名 合成生物学・バイオ革新的基盤技術創出事業（仮称） 

２．開発・事業期間   令和９年度～令和 13年度（予定） 

３．課題概要 

（１）関係する分野別研究開発プラン名と上位施策との関係  

プラン名 ライフサイエンス分野研究開発プラン 

プランを推進するに

あたっての大目標 

健康・医療・ライフサイエンスに関する課題への対応（施策目標９－３） 

概要：「生命現象の統合的理解」を目指した研究を推進するとともに、「先

端的医療の実現のための研究」等の推進を重視し、国民への成果還元を抜

本的に強化する。 

プログラム名 
合成生物学・バイオ革新的基盤技術創出プログラム（案） 

概要：合成生物学・バイオのフラッグシップ拠点を形成する。 

上位施策 

日本成長戦略（令和８年７月 21日閣議決定） 

経済財政運営と改革の基本方針 2026（令和８年７月 21日閣議決定） 

統合イノベーション戦略 2026（令和８年７月 14日閣議決定）  

第７期科学技術・イノベーション基本計画（令和８年３月 27 日閣議決定） 

健康・医療戦略（令和７年２月 18日閣議決定）  

医療分野研究開発推進計画（令和７年２月 18日健康・医療戦略推進本部 

決定）  

バイオエコノミー戦略*（令和６年６月３日統合イノベーション戦略推進 

会議決定） 

 

（２）目的・概要 

日本成長戦略の戦略分野である合成生物学・バイオは、従来の生物機能を活用したバイ

オものづくりに加えて、近年のゲノム編集技術や AIの高度化等を背景に、人工細胞・人工

生命分子の設計・開発に関する研究が加速しており、主要国は次世代産業につながる技術

開発のため研究拠点を形成し支援を加速。 

官民投資ロードマップが目指す革新的基盤技術の開発等に向けては、我が国が有する無

細胞タンパク質合成技術等の強みを活かしつつ、自律的に構成要素を合成し増殖できる自

己複製可能な人工細胞構築技術等の革新的基盤技術の開発を強化していくことが必要。 

合成生物学・バイオのフラッグシップ拠点を形成し、我が国の研究開発を加速するとと

もに、次世代研究者の育成やセキュリティ確保など社会実装に不可欠となる基盤形成を進

めることで、成長投資と経済安全保障を実現。 
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プログラム全体に関連する 

アウトプット指標 

過去３年程度の状況 

令和５年 令和６年 令和７年 

技術開発件数 - - - 

エンジニア・研究者数 - - - 

国際コンテストへの参加支援数 - - - 

 

プログラム全体に関連する 

アウトカム指標 

過去３年程度の状況 

令和５年 令和６年 令和７年 

バイオ製造技術プラットフォームの高

度化 

- - - 

世界水準のフラッグシップ拠点形成    

若手人材育成 - - - 
 

４．各観点からの評価 

（１）必要性 

評価項目 評価基準 

科学的・技術的意義 定性的 独創性、先導性のある研究成果の創出が期待されるか 

国費を用いた研究開

発の意義 定性的 

日本成長戦略等の政策文書に記載された内容を満たし、

国や社会のニーズへの適合性、国の関与の必要性を有し

ているか 

＜科学的・技術的意義＞ 

合成生物学・バイオのフラッグシップ拠点では、人工細胞システムのための技術開発

を行うことを想定している。人工細胞技術は、細胞の仕組みを再現し、生命の基本原理を

理解するための技術であり、医療やバイオ生産の開発速度を加速し、新しい細胞システム

設計が期待されている。人工細胞技術をモジュール化するためには、セルフリー/合成細胞

に関する技術、細胞・遺伝子案ジニアリング、タンパク質 AIデザイン、ハイスループット

スクリーニング等の技術も必要となるため、要素技術の開発の裾野拡大にも貢献すること

から、科学的・技術的意義は極めて高い。 

 

＜国費を用いた研究開発の意義＞ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

＜参考＞政策文書における記載 

 日本成長戦略（令和 8年 7月 21日閣議決定） 

ＡＩ・デジタル技術との連携強化や革新的基盤技術等の開発加速によるバイオ製造技術プラットフォームの高度化を支援する。 

 経済財政運営と改革の基本方針 2026（骨太方針 2026）（令和 8年 7月 21日閣議決定） 

17 の戦略分野（*合成生物学・バイオ含む）での研究開発・社会実装を中心に、世界の学術フロンティアを先導する取組などを推進し

、日本に強みのある技術や人材育成の継続的な支援を行う。 

 統合イノベーション戦略 2026（令和 8年 7月 14日閣議決定） 

バイオものづくりにおけるＡＩ・デジタル技術との連携強化や、人工細胞等の次世代合成生物学研究や革新的基盤技術等の開発加速による

バイオ製造技術プラットフォームの高度化、原料調達や製造設備などのサプライチェーン構築を促進する。 
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本事業では、合成生物学・バイオの革新的基盤技術を創出するためのプラットフォーム

高度化に加え、AI・デジタル技術との連携強化を含む技術実証を行うこととしており、社

会実装に不可欠となる基盤形成を進めることとしている。 

 

以上より、科学的・技術的意義及び国費を用いた研究開発としての意義の観点から、評

価基準を満たすものと判断でき、本プログラムの必要性は高いと評価する。 

 

（２）有効性 

評価項目 評価基準 

新しい知の創出への

貢献 定性的 

本分野の研究を強化することで合成生物学・バイオ領域

の技術開発等に資する革新的な成果を創出することがで

きるか。 

定性的 
経済成長・経済安全保障の両立に貢献する事業となって

いるか。 

＜新しい知の創出への貢献＞ 

フラッグシップ拠点では要素技術の組合せ等により有用技術を創出し、研究ツールとし

てモジュール化することで当該領域の研究を加速。産業応用可能な技術はスタートアップ

としてスピンアウトする、あるいは経産省事業及び中小企業と連携する等の想定をしてお

り、新しい知を創出することも期待できる。 

 

日本成長戦略では「合成生物学・バイオは、従来の生産プロセスを生物の力を活用して

転換することで、健康医療・経済・食料安全保障やＧＸ・循環型経済の実現と、経済成長

の両立に貢献することが期待される。「バイオエコノミー戦略」も踏まえながら、高付加価

値領域での事業創出を加速しつつ、政策的に合理性の高い汎用領域についても、市場創出

を含めた産業化支援を並行して進めていく。」とされている。 

本事業は、合成生物学・バイオのフラッグシップ拠点を形成し当該分野の研究開発を加

速するとともに、ユースケース創出も視野に入れている。また、諸外国に比肩する拠点を

形成することは我が国のプレゼンスを高め、国際標準ルールの検討や ELSI の観点を踏ま

えた情報発信にも資するものとなる。さらに、これら国際連携を推進するとともに、次世

代研究者の育成やセキュリティ確保など社会実装に不可欠となる基盤形成を行う等経済安

全保障にも貢献できることから、経済成長・経済安全保障の両立にも資する。 

 

以上より、新しい知の創出への貢献の観点から、評価基準を満たすものと判断でき、本

プログラムの有効性は高いと評価する。 
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 （３）効率性 

評価項目 評価基準 

計画・実施体制や研究

開発の手段等の妥当

性 

定性的 
目標達成に向けて、効果的・効率的な研究が推進できる

計画・実施体制等が構築できているか 

定性的 
官民投資ロードマップに記載の「日本の強み」を活かし

て、ボトルネックを解決する取組となっているか。 

 
  

＜計画・実施体制や研究開発の手段等の妥当性＞ 

本事業ではフラッグシップ拠点を中心にして、次世代バイオプラットフォームを構築し

要素技術の連携を図る実施体制となっている。また、エンジニアリング・機器分野におけ

る強みを活かし技術実証を行う体制を併せて構築することで技術・ノウハウ・データを一

元的に管理できるガバナンス機能を発揮できるようになり、ボトルネックとなる生産効率

の低さ・高コストの課題の解決に資するものとなっていると言える。強みを活かすための

集中投資を行い、ボトルネックとなる課題を効率的に解決する。 

 

以上より、計画・実施体制や研究開発の手段等の妥当性の観点から、評価基準を満たす

ものと判断でき、本プログラムの効率性は高いと評価する。 
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５．総合評価 

（１）評価概要 

以上、日本成長戦略等の政策文書の内容を踏まえた施策立案となっており、科学的意義

や新たな知を創出し得ること、また、我が国の強みを活かして課題を解決していく効率的

な施策立案となっていること等の各視点に照らして評価を総合的に踏まえると本事業を実

施することは妥当である。中間評価については、事業開始から３年度目となる令和 11年度

に実施する。 

 

（２）科学技術・イノベーション基本計画等の上位施策への貢献見込み 

 先述の通り統合イノベーション戦略 2026、日本成長戦略（令和８年７月 21日閣議決定）

経済財政運営と改革の基本方針 2026（骨太方針 2026）（令和 8 年 7 月 21 日閣議決

定）、等の上位施策に明記されており、本事業はこれらの上位施策に貢献すると期待され

る。 

 

（３）本課題の改善に向けた指摘事項 

 特になし。 

 

（４）その他 

日本成長戦略では「今後の概算要求段階を含めた予算編成過程等において、複数年にわ

たる施策の具体化と施策の実行状況や技術の開発動向等を踏まえたブラッシュアップや見

直しを行う「PDCA メカニズム」を、日本成長戦略会議の下で定期的に繰り返していく」と

されており、本施策はその対象の１つとなっている。今後、本事業の具体化や実行にあた

っては、政府の動きと連動した検討を進めていく必要がある。 

 

 
 




